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Ⅰ　はじめに
　サービス業のマーケティングの問題を取り
上げるさい、顧客との長期的で良好な関係の
維持・形成を目的とするリレーションシッ
プ・マーケティングによるアプローチで分析
するという方法がある 1。このサービス企業
と顧客との関係に焦点を当てる方法は、もち
ろん特定の研究対象領域の分析には有効なの
であるが、それだけでサービス企業のマーケ
ティングの問題全般の分析を行うことができ
るわけではない。従来からのマーケティン
グ・ミックス・アプローチによるサービス・
マーケティングの分析がなければ、新サービ
ス製品の開発、サービス製品の価格設定、
サービス製品の広告・販売促進、サービス製
品の販売チャネルの展開の仕方等、といった
サービス企業が企業活動を展開するさいに最
も基本的な事柄に関する分析ができないこと
になっしまう。つまり、リレーションシッ
プ・マーケティング・アプローチによる分析
だけでは、主としてサービスの提供施設の管
理、サービス製品の品質管理、顧客との関係
の管理、リピート顧客の獲得等、といったこ
とだけしか分析できずに不十分なのである。
　マーケティング・ミックス・アプローチと
リレーションシップ・マーケティング・アプ
ローチとは相互補完し合うものと捉えられる
べきものなのであり、二者択一的なものでは
ない。つまり、どちらかが他方よりも優れて
いるということはないし、どちらか一方を選
択しなければならないというわけではないの
である。つまり、これら２つのアプローチを
対立的なものとして捉えるのではなく、この
２つのアプローチを適切に組み合わせて用い
ることにより、サービス企業のマーケティン
グ活動を行っていくべきであると考える方が
よいのである。
　ここで取り上げるのは、２つのアプローチ
のなかの、特に、マーケティング・ミック
ス・アプローチによるサービス・マーケティ
ングであるが、リレーションシップ・マーケ
ティングと同様に、重要なサービス・マーケ
ティングの研究領域なので、これについて取
り上げる意義は大いにあるものと考える。し
かしながら、我が国では依然として、マーケ
ティング・ミックス・アプローチによるサー
ビス・マーケティング研究は必ずしも十分に
なされているとはいえない。以下では、マー
ケティング・ミックス・アプローチによる
サービス・マーケティング研究の促進に幾ば
くかなりとも寄与するために、特にマーケ
ティング・ミックスのなかの製品戦略を取り
上げて検討していくことにする。
Ⅱ　サービス製品のブランドとブランド政策
（1）　サービス製品のブランドの意義
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どのような意義を持つのかということから検
討していくことにする。
　Zeithaml, Bitner and Gremler（2013）は、
「ブランドの創出の焦点は、企業への注意、
意味づけ、資産」であるとしている 2。
Zeithaml, Bitner and Gremler（2013） は、
サービス企業が、そのブランドを広告等によ
り顧客に対して提示することより、ブランド
への注意を喚起するとともに、次第にそのブ
ランドイメージを強化していく。また、その
ブランドを取り扱っているサービス企業を利
用した経験のある顧客が、サービス企業の従
業員との接触等により、そのブランドに対す
る意味づけをする。このようなサービス企業
のブランド政策がうまく機能すれば、ブラン
ド資産が形成されるというのである 3。
　Kasper, Helsdingen and Vries,jr（1999）
は、「ブランドは、顧客とサービス提供者と
の間の関係において重要なものである」とし
ている。そして、質の良い、持続するブラン
ドの創出と維持には、①サービス製品に対す
る愛情と情熱、②顧客の自分の考え方との連
携、③相互依存、④関与、⑤親密さ、⑥パー
トナーの優良性、⑦信頼性、ノスタルジック
な愛着、といった７つの属性が不可欠である
としている 4。Kasper, Helsdingen and Vries, 
jr（1999）が挙げている７つの属性は、いず
れも顧客がサービス企業とその提供するサー
ビス製品に対して抱く考え方や感情に関わる
ものである。
　Zeithaml, Bitner and Gremler（2013）と
Kasper, Helsdingen and Vries, jr（1999）
が述べていることをまとめると、サービス企
業が、そのサービス製品のブランド化（取扱
サービス製品のブランドだけでなく、サービ
ス企業の社名やサービス施設名等にも関わる
もの）を成功させるためには、顧客に対し
て、そのブランド名を広告等により周知させ
るだけでなく、顧客が特定のサービス製品ブ
ランドや、特定のサービス企業、サービス施
設等を利用したときに、良いサービス経験が
できるようにすることを通じて良好な印象を
与え、顧客に良いブランド・イメージやブラ
ンドに対する愛着を持ってもらうようにする
ことが必要であるというのである。サービス
製品は、無形で分かりにくいものなので、顧
客に良好なブランド・イメージを持ってもら
うことは、有形製品の場合以上に大切なこと
なのである。そして、多くの場合、顧客が
サービス企業の従業員と直接接触することに
よりサービス提供を受けることになるので、
顧客へのサービスの提供時点において優れた
サービス提供をすることは、サービス企業や
サービス製品の良好なブランド・イメージの
形成にとって重要なのである。
　ところで、このようなサービス企業やサー
ビス製品のブランド・イメージの形成が、容
易になされるかというとそうではない。様々
な論者がサービス製品のブランド化による差
別化は困難であるとしている 5。このような
主張がなされるのは、サービス製品にブラン
ド名を付けて他のサービス製品との差別化を
図ろうとしても、サービス製品は主として無
形のものからなっていて分かりにくいことか
ら、顧客が明瞭に個々のサービス製品間の内
容や品質上での相違を識別することが困難な
ことが多いので、うまくいかないことがある
ということによるものと思われる。
　サービス企業が、そのサービス製品のブラ
ンドを明確な形で図るためには、顧客に十分
に満足するようなサービス製品の提供、サー
ビス企業の係員が顧客との接触時点において
好印象を与えるような接客応対サービスを提
供すること、他社にはない独特なサービス製
品の提供、他社にはない独自の設計・デザイ
ンによるサービス施設が利用できること、と
いったブランド化のベースとなるものがなけ
ればならないのである。総じていえば、顧客
がブランド名を聞いただけで、該当するサー
ビス製品の内容等を連想できるようにするほ
ど、明確なブランド化に成功しているサービ
ス製品はさほど多くはないと考えられる。
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　Lovelock and Wright（1999）は、サービ
ス製品のブランドは、顧客の期待を満たすた
めにサービスの提供者、つまりサービス企業
が履行する暗黙の約束であると捉えている 6。
サービス企業が、そのサービス製品に対して
顧客が抱いている事前期待通りのものを提供
する約束を確実に履行すれば、顧客に好印象
を与えることができるので、そのブランドを
明確に認知させることができ、サービス製品
のブランド化による差別化に成功する。ただ
し、そうしたサービス製品はさほど多くはな
いとみられるのである。多くの場合、サービ
ス製品のブランド名は、単に顧客に自社の
サービス製品が他社のサービス製品とは異な
るものであることを示すだけものであること
が多いように思われる。こうしたことは、
サービス製品のブランド化だけでなく、社名
や施設名によるブランド化にも当てはまるも
のとみられる。
（2）　ブランド政策
　特定のサービス製品のブランド名、特定の
サービス企業の社名や施設名を聞いただけ
で、顧客がその特徴や内容等を連想できると
いった具合に、明確なブランド化に成功して
いるサービス企業はさほど多くはないとみら
れるのであるが、実際に、サービス企業でど
のようなブランド政策がとられているのかを
みていくことにしよう。
　第 1に、旅行業では JTB、近畿日本ツー
リスト、日本旅行、HIS等の社名がブラン
ドになっていることが多い。それだけでな
く、海外パッケージツアー製品、国内パッ
ケージツアー製品、新聞広告等によるメディ
ア通販の旅行製品、インターネット限定の旅
行製品等といった各種旅行製品ラインに対応
するファミリーブランドというべきものがあ
る。例えば、JTBでは、そうしたブランド
としてルック JTB、エース JTB、旅物語等
がある。
　このような旅行サービス製品のブランド化
による差別化（特にファミリーブランドによ
る差別化）は、旅行サービス製品相互間にみ
られる代替性、旅行サービス製品の価格弾力
性の高さという理由から、一般的にいって困
難である 7。つまり、各社の旅行サービス製
品は置き換えが可能であり、その価格の高低
により需要が左右されやすいので、多くの場
合、自社の旅行サービス製品のブランド・イ
メージを高めることにより、他社の同等の旅
行サービス製品のブランドとの差別化を図る
ことは困難なのである。
　ただし、顧客に対して、単なる高品質の
サービス提供をするだけでなく、自社独特の
優れたサービス提供をすることにより、その
旅行会社の名声や評判を高めることに成功し
た場合には、旅行会社の社名による差別化を
明確な形で行うことができる。
　第 2に、外食企業では、経営多角化してい
ることが多く、この経営多角化に対応した多
ブランド戦略がとられていることが多い。例
えば、1つの外食企業が、牛丼店だけでなく、
うどん店、そば店、寿司店等といった具合に
複数の業態にわたって店舗展開するさいに、
それぞれの業態の店舗に対して特定のブラン
ド（店名）を付けているのである。この外食
企業では、特に、有名で評判の良い特定のメ
ニューがある場合には、それに対して個別製
品ブランドを設定できることがある。ただ
し、このような個別製品ブランドの例は、さ
ほど多くはないのであるが。なお、外食企業
がブランド化に最も成功するのは、有名な料
理人がいたり、名物料理等があるレストラン
である。
　第 3に、航空会社では、日本航空、全日空
等の社名がブランドになっていることが多
い。そのほかでは、航空会社が、機内サービ
スの一環として搭乗クラスを設定している場
合には、ビジネスクラス等の上級の搭乗クラ
スに付けられている名称などが、一種のブラ
ンドになっていることがある。
　第 4に、ホテル会社であるが、特に大手ホ
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ブランド化の仕方やブランド政策の展開につ
いてみてきたが、ここで簡単なまとめをして
おくと、サービス企業のブランド化が最も成
功するのは、例えば、顧客の印象に残るよう
な優れたサービス提供等により名声や評判を
獲得する場合、他社にはない独自のサービス
内容やサービス施設の提供等により際だった
特色を出せる場合などである。ただし、サー
ビス企業が行う社名や施設名のブランド化、
サービス製品のブランド化があまりうまくい
かない場合には、そうしたブランド名は、単
に他社の社名、施設名、サービス製品ブラン
ド名と区別できるという機能しか持たないこ
とになる。つまり、そうした場合には、顧客
がそのブランド名を聞いただけで特定のサー
ビス企業、サービス施設やサービス製品の内
容を連想する、といった顧客の認知度の高い
強力なブランドにはならないのである。
Ⅲ　新サービス製品の分類と新サービス製品
の開発過程
（1）　新サービス製品の分類
　新サービス製品という場合、どのようなも
のがそれに含まれるのであろうか。これにつ
いては、Lovelock and Wright（1999）の新
サービス製品の分類に関する議論が参考にな
る。Lovelock and Wright（1999） は、 新
サービス製品が、次のように分類されるとし
ている 12。つまり、①既存市場に存在しな
かった大きなイノベーションによる新サービ
ス製品、②事業の開設、③特定のサービス企
業が、現在サービス製品を提供している市場
にとっての新製品、④サービス製品ラインの
拡張、⑤サービス製品の改善、⑥スタイルの
変更、といった 6つに分類されるというので
ある。ここで、Lovelock and Wright（1999）
が挙げている、これら 6つのものについて検
討してみることにしよう。
　まず第 1に、新サービス製品には、非常に
創造的なアイデアによって生み出された、既
テルチェーンでは、ホテルのグレードと料金
水準（最高級、高級、中級、低料金等）、立
地先（都市の中心街、駅前、観光地やリゾー
ト地等）、対象とする顧客層（ビジネスマン、
観光レジャー客等）等の相違に応じて、複数
のブランド展開をしている。例えば、東急ホ
テルズでは、ラグジュアリーホテルの「東急
ホテル」、スーペリアクラスの「エクセルホ
テル東急」、スタンダードなホテルの「東急
イン」、リゾート地に立地する「東急リゾー
ト」、中価格帯（ミッドプライス）の「ホテ
ル東急ビズフォート」の 5つのブランドを展
開していた。同ホテルでは、2015年 4月か
ら 3ブランドへの集約化を図り、「東急イン」
と「ホテル東急ビズフォート」を「東急
REIホテル」に統合するとともに、「東急リ
ゾート」を「東急ホテル」に名称変更した 8。
このような複数のブランド展開をすること
で、様々な立地先へのホテルの展開や様々な
顧客のニーズに見合うホテルの展開をするこ
とができる。
　また、これ以外のホテルのブランド展開の
仕方として、ホテルの特色・特徴によるブラ
ンド化がある。例えば、阪急阪神ホテルズが
展開している「レム」は、宿泊客に快眠でき
る客室環境を提供することに重点を置いた宿
泊主体型ホテルのブランドである 9。
　第 5に、テーマパーク、レジャーパークに
おけるブランド化であるが、それらの多くは
サービス施設名によりブランド化しているこ
とが多い。テーマパークのなかで、特にブラ
ンド化に成功しているのは、その提供するホ
スピタリティの品質が優れているだけでな
く、他のテーマパークにはない独自の施設や
キャラクター等により、抜きんでた特色を出
せるところである 10。特にテーマ性のない遊
園地であるレジャーパークの場合には、例え
ばジェットコースター、フリーフォール等の
絶叫マシーンに独特なネーミングをすること
によりブランド化を図っている 11。
　以上、様々なサービス業種の企業における
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を行いやすいのは、対象となるサービス製品
に有形要素が比較的多くみられる場合であ
る。例えば、外食企業のメニューの盛りつけ
の仕方の工夫・改善、ホテルが結婚式場をゲ
ストハウスウェディング風に開放的でプライ
ベート感のあるものに改装すること、といっ
たことが挙げられる。
　新サービス製品は、大まかにいって、これ
ら 6つに分類されるのであるが、革新的な新
サービス製品の開発は滅多になされるもので
はない。サービス改善による新サービス製品
の開発、スタイル変更による新サービス製品
の開発の 2つについていえば、そうしたこと
を比較的継続的に実行しやすいのは、外食企
業、ホテル、ブライダル企業、テーマパー
ク、レジャーパーク、ゲームセンター等の娯
楽企業、航空会社、バス会社、鉄道会社等で
ある。これらの企業では、メニュー、サービ
ス施設、航空機、車両等の目に見える有形の
要素があるので、サービス製品の改善・改良
や追加的なサービスの提供等による新サービ
ス製品開発を比較的継続的に行いやすいので
ある。
　事業の開設による新サービス製品の開発、
既存の顧客にとっての新製品の開発、製品ラ
インの拡張による新サービス製品の開発につ
いては、サービス提供に必要なサービス施設
や人員の確保、ノウハウの獲得等を要するの
で、比較的資金的に余裕のあるサービス企業
でなければ、それは実行可能でないであろ
う。これらの新サービス製品については、さ
らに、それに対する十分な需要があらかじめ
見込まれないと、実行可能ではないであろ
う。ただし、今後の企業展開のための実験的
な試みとして行うのであれば、この点につい
て特に問題にする必要はない。
　付け加えておくと、上述のサービス企業で
は、サービス改善による新サービス製品の開
発、スタイル変更による新サービス製品の開
発を比較的継続的に行いやすいのであるが、
そのサービス製品の無形性や専門性の程度が
存の市場には全く存在しなかった革新的な新
サービス製品があるが、こうしたものはそん
なに頻繁に開発されるものではなく、たまに
しか現れてこないものである。
　第 2に、事業の開設に該当する新サービス
製品というのは、例えばサービス企業がその
既存のサービス製品を簡略化したり、ダウン
グレード等をしたものを新しい顧客に提供す
るというものである。例えば、我が国の事例
として、ブライダル業界で、挙式しない最近
のなし婚のカップルに対して、披露宴なし
で、単に挙式と写真撮影だけで済ませられる
低料金プランを開発して提供していることが
挙げられる。
　第 3に、サービス企業の既存の市場（既存
の顧客）における新製品であるが、こうした
タイプの新サービス製品は、国内の他の地域
や他国ですでに普及しているが、ある当該地
域（当該市場）ではいまだ導入されていない
といったもののことである。このタイプの新
サービス製品は、どの地域でも利用される汎
用性の高いものであれば導入できるであろう
が、地位特性に左右されやすいものであれば
導入は難しいであろう。
　第 4に、サービス製品ラインの拡張につい
ては、例えば、外食企業が、ファミリーレス
トランに加えて、ハンバーグ専門店、うどん
店、寿司店、ファストフード店等を展開する
ことにより、サービス製品ラインを拡張する
といったことが挙げられる。
　第 5に、サービス改善であるが、例えば、
高速鉄道を保有する鉄道会社がその車両のさ
らなる高速化を図って、特定区間を走行する
のに要する時間を短縮し、列車の運行の頻度
を増加させたりするといったことがこれに該
当する。また、ファストフード店が、その調
理作業の合理化や機械化等を図ることにより
調理時間を短縮して、顧客に迅速にメニュー
を提供できるようにするといったこともこれ
に該当する。
　第 6に、スタイルの変更による新製品開発
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and Gremler（2012）は、①～⑤までをフロ
ント‐エンド計画としており、⑥～⑨までを
実行と位置づけている 16。Wilson, Zeithaml, 
Bitner and Gremler（2012）によれば、フロ
ンド‐エンド計画というのは、どのような
サービス・コンセプトを開発するのかに関わ
るものであり、実行というのは、サービス・
コンセプトの実行のことであるとしてい
る 16。
　これらの論者のうちの Palmer（1994）に
関していえば、一般的に新製品開発過程とさ
れているものを、そのまま新サービス製品開
発に適用しているだけである。そして
Cowell（1984）に関していえば、一般的な
新製品開発過程とされているものを新サービ
ス製品開発に対して、やや簡略化して適用し
ているものとみられる。Wilson, Zeithaml, 
Bitner and Gremler（2012）に関していえば、
一般的な新製品開発過程とされているもの
に、事業戦略の開発あるいはその評価、新
サービス戦略開発の 2つの過程を付け加える
とともに、新サービス製品開発過程の前半を
フロント‐エンド計画、その後半を実行の 2
つに区分する点で特徴がある。
　Wilson, Zeithaml, Bitner and Gremler
（2012）は、サービス企業が新サービス製品
開発を行うときに、まず最初に、その事業戦
略とそれに対応する新サービス戦略という新
サービス製品開発を行うさいの方向付けとな
るものを策定すべきであるとしているのであ
る。このような考え方は、サービス企業が開
発しようとする新サービス製品が、そのサー
ビス企業にとって戦略的な重要性をもってい
るような非常に革新的なものであったり、そ
のサービス企業がいまだ手がけたことがない
ような新サービス製品であったりする場合な
どに妥当するものといえる。ただし、サービ
ス改善、スタイルの変更等による新サービス
製品開発の場合には、さほどサービス企業の
事業戦略、サービス戦略との関連性は考慮さ
れないものとみられる。そうしたことから、
かなり高くて、かつ活動領域がかなり限られ
ているサービス企業では、サービス改善やス
タイル変更による新サービス製品開発であっ
たとしても、それを継続的に行っていくこと
により新サービス製品を市場に導入していく
ことは困難であるとみられる。例えば、各種
の修理サービス企業では、レストラン等の外
食企業でなされている定期的な新メニュー開
発（メニューの工夫・改善等によるもの）を
することにより、定番メニュー以外のものを
切り替えるといったような、新サービス製品
の追加とサービス製品の切り替えといったこ
とはできないとみられるのである。というの
は、各種の修理サービス企業では、たまに新
サービスの追加等がなされるとしても、最も
基本的なサービス提供の種類と内容は変わら
ないからである。
（2）　新サービス製品の開発過程
　サービス製品の新製品開発がどのような過
程を経てなされるのかを検討することにしよ
う。この新サービス製品の開発については、
論者によって捉え方が異なる。
　まず、Cowell（1984）は、新製品開発過
程が、①アイデアの創出、②評価と開発、③
テスト、④導入の 4つからなるものとしてい
る 13。
　次に、Palmer（1994）は、新サービス製
品の開発過程が、①アイデアの創出、②アイ
デアのスクリーニング、③コンセプト開発と
テスト、④事業分析、⑤開発、⑥事業化の 6
つからなるとしている 14。
　さらに、Wilson, Zeithaml, Bitner and Gremler
（2012）は、サービス・イノベーションと新
サービス製品開発の過程が、①事業戦略の開
発あるいはその評価、②新サービス戦略開
発、③アイデアの創出、④サービス・コンセ
プトの開発と評価、⑤事業分析、⑥サービス
製品の開発とテスト、⑦市場でのテスト、⑧
事業化、⑨導入後の評価の 9つからなるとし
ている 15。そして、Wilson, Zeithaml, Bitner 
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　特定のサービス製品が、それまで市場に全
く存在していなかった根本的な新製品として
開発され、市場に導入され、それが徐々に市
場に受け入れられて成長を遂げていく。さら
に、そのサービス製品が市場に広範に普及し
ていくと市場の成長率は鈍化し、市場は成熟
する。そのサービス製品が長期にわたって市
場を獲得してきたとしても、やがては市場の
変化、消費者のニーズの変化等により、需要
が次第に減少していくことになり、 最終的に
それは廃棄されることになる。
　Cowell（1984）は、このようなサービス
製品に対する製品ライフサイクル論の適用に
は、3つの問題点が指摘されてきたとしてい
る 19。
　第 1に、製品ライフサイクルへの一般的な
批判と、そのサービス製品に対する妥当性で
ある。つまり、製品ライフサイクル論で示さ
れている S字曲線は説得的でないし、サー
ビス製品に対しては製品ライフサイクル論を
適用することにはあまり意味がないという批
判である。
　第 2に、定義の問題である。Cowell（1984）
は、これには 2つの問題があるとしている。
まず、サービス製品のライフサイクルを問題
にするとき、ライフサイクル概念が適用され
る異なった方法間の区分をしておく必要があ
ることである。つまり、サービス製品のライ
フサイクルを問題にするとき、念頭に置いて
いるのが特定のサービス製品の種類なのか、
特定のサービス製品の形態なのか、特定の
サービス製品のブランドなのかによって製品
ライフサイクルの曲線の形状が異なるので、
明確にこれらを区分しておかなければならな
いということである。次に、製品ライフサイ
クルの分析に販売データを用いるさいに、季
節的調整、インフレーションの影響の調整等
をする必要があるということである。
　第 3に、サービス製品に対する製品ライフ
サイクル論の有効性に関する経験的な証拠が
ないことである。
Wilson, Zeithaml, Bitner and Gremler
（2012）の新サービス製品開発過程の捉え方
は、非常に革新的な新サービス製品に対し
て、特に妥当するものであるとするのがよい
と思われる。
　さらに、サービス改善、スタイルの変更等
による新サービス製品開発の場合には、
Palmer（1994）が挙げている一般的な新製
品開発過程のうちの、事業分析と事業化の過
程は必要ないものとみられるのであり、
Cowell（1984）が挙げている簡略化された
新サービス製品開発過程を経るものと考えれ
ばよいと思われる。
　結論的にいえば、新サービス製品開発の対
象となる新サービス製品がどのようなものな
のか、つまり、非常に革新的な新サービス製
品なのか、サービス製品ライン拡張に伴う新
サービス製品なのか、若干の工夫・改善によ
る新サービス製品なのか、単なるスタイル変
更による新サービス製品なのか、といったこ
とに応じて、それぞれに対して適用する新
サービス製品開発過程モデルを使い分ければ
よいと思われるのである。あらゆる新サービ
ス製品に対して同一の新サービス製品開発過
程モデルを適用する必要はないのである。
Ⅳ　サービス製品に対する製品ライフサイク
ル論の適用は、どの程度有効なのか
　サービス製品に対して製品ライフサイクル
の議論が適用されることがある。Palmer
（1994）は、サービス製品が①導入、②成長、
③成熟、④飽和、といった製品ライフサイク
ルの 4つの局面を経るものとしている 17。
Cowell（1984）は、サービス製品が、①導
入、②成長、③成熟、④衰退、といった 4つ
の段階を経るという考えには、ある程度の妥
当性があるものと捉えている 18。　
  従来、有形製品に適用されてきた製品ライ
フサイクル論が、サービス製品にも適用でき
るものと仮定すると、次のようになる。
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方をそのときどきの事情に合わせて変化させ
ているのである。このような業界では、特定
のサービス製品種類を長期にわたって念頭に
置いたうえで、その製品ライフサイクルを問
題にすることには、あまり意味がないものと
みられる。
　以上のような問題点があるだけでなく、
サービス製品に製品ライフサイクル論を適用
するとしても、その議論をマーケティング活
動にどの程度活かせるのかどうかという問題
もある。つまり、有形製品の製品ライフサイ
クル論では、導入期、成長期、成熟期、衰退
期、といった各段階のぞれぞれに対応した
マーケティング戦略の展開が取り上げられ論
じられることが多い。しかしながら、サービ
ス製品にも製品ライフサイクルが存在すると
しても、サービス製品の製品ライフサイクル
の各段階のそれぞれに対応したマーケティン
グ戦略を十分に展開することができるのかど
うか疑問があるのである。
　ここでサービス製品の製品ライフサイクル
の各局面におけるマーケティング戦略の展開
についてどのような議論がなされているのか
をみてみることにより、この問題について検
討することにしよう。
　まず、Kasper, Helsdingen and Vries, jr
（1999）の議論について検討する。
　Kasper, Helsdingen and Vries, jr（1999）
は、サービス製品の製品ライフサイクルの導
入局面において、レストランの例を挙げるこ
とにより、初期需要を得るために低いメ
ニュー価格を設定してから、次第に価格を上
げていくという価格戦略の説明をしてい
る 20。
　成長局面においては、売上高の急速な増加
がみられるとし、展開すべきマーケティング
活動として、サービス製品の改良、追加的な
サービスの開発、新しいターゲット集団の開
発、自社の特定のサービス製品に関する広告
の展開等が挙げられている。
　成熟局面については、展開すべきマーケ
　有形製品に適用されてきた製品ライフサイ
クル論を、サービス製品に適用することに対
して、以上のような問題点が指摘されている
のであるが、実際のところ、サービス製品に
製品ライフサイクル論を厳密な形で適用する
ことができるのかどうかは分からない。その
理由は次の点にある。
　第 1に、サービス製品の特質に帰因する困
難である。サービス製品というのは、主とし
て無形のものなので、それがどのようなもの
なのかが分かりにくいことが多く、保存がで
きず、生み出されたと同時になくなってしま
うものである。こうしたことから、製品ライ
フサイクル論による分析の対象となる個々の
サービス製品の種類を明確に確定することが
困難なことが多いのである。
　有形の商品では、冷蔵庫、エアコン、薄型
テレビ、ガラケー、スマートフォン、ビー
ル、発泡酒、といった具合に製品ライフサイ
クル論を適用する個別の製品種類を比較的容
易に確定することができるのであるが、無形
のサービス製品では、必ずしもそれは容易な
ことではないのである。サービス製品では、
ハンバーガー等の外食企業のメニューや宅配
便サービス等のように比較的容易に製品種類
を確定することができるものばかりではない
のである。
　第 2に、サービス製品は多種多様であるこ
とが多く、それは消費者のニーズの変化等に
応じて変化しやすいので、特定のサービス製
品種類の存在を長期にわたって想定し、サー
ビス製品の製品ライフサイクル論を問題にす
ることが困難な場合があることである。例え
ば、旅行業界では、旅行者の属性（性別、年
齢、単身者、既婚者等）、旅行目的、旅行者
が旅行することから得られる便益、旅の目的
地等が実に種々雑多であるところから、多種
多様な旅行商品（旅行サービス製品）を提供
しているし、旅行者のニーズが人口動態や景
気動向の変化、為替相場の変化等に応じて急
速に移り変わっていくので、旅行商品のあり
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発により市場に送り出したサービス製品に、 
付随的なサービス提供の追加やサービス製品
の提供方法の工夫・改善等のマイナーチェン
ジを施して新奇さを出すことで、 同等のサー
ビス製品を取り扱う新規参入の競争企業に対
抗したり、獲得した顧客の繋ぎ止めや新規顧
客の獲得等を図ろうとしても、それには限界
があるのである。つまり、サービス企業では
一般的に、無形のサービス製品に関するマイ
ナーチェンジ程度での新製品開発活動が、製
造業者のように継続的に実施可能ではないと
ころが多いのである。マイナーチェンジ程度
での新製品開発を行いやすいのは、外食産業
やホテル等の、そのサービス製品に比較的有
形の要素が多く含まれているという事情があ
る一部の業種だけなのであり、それ以外のと
ころではなかなかそうしたことを行うことは
困難なのである。
　サービス企業が、そのサービス製品をアッ
プグレードするという点についていえば、そ
れは困難であることが指摘される。サービス
企業がそのサービス製品をアップグレードす
るということになれば、当然のことながら従
来の顧客層を放棄して新たな顧客層の獲得に
乗り出すということになる。例えば、低料金
のホテルが中価格帯以上の客室料金のホテル
に転換するといっても、従来からそのホテル
に対して顧客が抱いているイメージを払拭す
るのは容易ではなく、新しい客層がすんなり
と獲得できるのかどうかは分からないのであ
る。
　次に、Palmer（1994）の議論を検討する
ことにする。
　Palmer（1994）は、ライフサイクルの考
え方は、サービス製品の製品ライフサイクル
の各段階におけるマーケティング活動の認識
に役立つとしている 21。例えば、新製品投入
の局面（新製品の導入の局面）においては、
その製品に対する認識を高めるための PR活
動の展開、成長局面での広告活動の展開、成
熟期での販売促進インセンティブの利用、衰
ティング活動として、追加的なサービスを付
け加えること、サービス企業がそのサービス
製品をアップグレードすること、サービス・
マーケティング・ミックスの修正、市場の拡
張努力等が挙げられている。
　衰退局面では、マーケティング・ミックス
費用の削減、サービス製品の削除等について
述べられている。
　Kasper, Helsdingen and Vries, jr（1999）
が述べている製品ライフサイクルの各局面に
応じたマーケティング活動の展開には、あま
り妥当性はないものとみられる。
　レストランのメニュー価格は、その店舗の
グレード、客層、食材原価等により規定され
るのであるが、これらの点を無視して初期需
要を得るためにメニュー価格を低くすると、
そのレストランは低価格店であるという印象
を顧客に与えることになるし、収益が上がら
ないことになる。それだけでなく、メニュー
の過度の低価格化は、場合によってはその品
質が悪いのではないかという疑念を顧客にも
たれる危険性があるし、たとえ低価格化によ
り需要が増加したとしても、レストランの店
舗に十分なサービス提供能力がなければ、増
加した需要を満たせないだけでなく、かえっ
て顧客の不満を増加させることにねなりかね
ないのである。
　そして、初期需要を得てから、その価格を
上げていくというのであれば、顧客がもって
いる低価格店というイメージを払拭しなけれ
ばならないし、メニュー価格を上げた分だけ
のメニューの品質の良さ等を顧客にアピール
しなければならない。また、レストランが初
期需要を得たとしても、その供給能力を顧客
の増加に伴って短期的に拡大することは容易
ではない。つまり、レストランの店舗の多店
舗展開を急速に図っていかなければならない
のであるが、それに伴うレストランの立地場
所や店舗施設の確保等が円滑になされるかど
うかは分からないのである。
　また、サービス企業が、根本的な新製品開
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製品のライフサイクルの各段階におけマーケ
ティング活動展開の場合と比較して、サービ
ス製品のライフサイクルの各段階における
マーケティング活動展開のさいの選択肢はさ
ほど多くはないのである。
Ⅴ　おわりに
　以上で、ブランド戦略、新サービス製品開
発過程、サービス製品に対する製品ライフサ
イクル論の適用といった点を中心にサービス
企業の製品戦略についてみてきた。この製品
戦略は、マーケティング・ミックス戦略のな
かの 1つなのであるが、これを含めたサービ
ス企業の価格戦略、広告・販売促進戦略、
チャネル戦略がもっと研究されるべきである
と思う。
　サービス・マーケティングの１つのアプ
ローチであるリレーションシップ・マーケ
ティング・アプローチは、高価格で高品質の
サービス製品を取り扱うサービス企業や、少
なくとも中価格帯以上のサービス製品を取り
扱うサービス企業にとって特に有効なもので
あるとみられる。しかしながら、例えば、格
安航空（LCC）の多くは、低料金で航空旅
客輸送サービスを提供しているので、コスト
のかかる高品質で優れたサービス製品の提供
はあまり実行可能ではないのである。つま
り、こうした低料金でのサービス製品を提供
しているサービス企業では、顧客との長期的
で良好な関係の維持・形成を目的とするリ
レーションシップ・マーケティングを遂行し
ようとすると、多額の費用が掛かることにな
る。このコストアップにより、低コストでの
サービス製品の提供ができなくなってしまう
ので、低料金でサービス製品を提供している
企業では、リレーションシップ・マーケティ
ングの遂行はあまり現実的ではないのであ
る。高品質でのサービス製品の提供をしよう
とすれば、サービス企業の側の施設・設備の
充実や、十分なサービス提供態勢をとるため
退局面における販売促進活動の減少、といっ
た製品ライフサイクルの局面ごとでのマーケ
ティング活動の展開ができるというのである
22。
　こうした Palmer（1994）の主張のように、
果たしてサービス製品のライフサイクルの各
局面に応じたマーケティング活動を認識しつ
つ、サービス企業がマーケティング活動を十
分に展開できるのかどうかという点について
はやや疑問がある。Palmer（1994）が挙げ
ているようなマーケティング活動に関して
は、ある程度実行可能なのかもしれないが、
製品ライフサイクルの各局面に対応したマー
ケティング活動を十分に展開することができ
るのかという点については疑問があるのであ
る。
　サービス企業が、自社の新サービス製品に
対する広告・広報活動の展開により、その認
知度を高めようとしても、サービス製品の無
形性により、消費者にとってはどのようなも
のなのかが分かりにくいし、実際に新サービ
ス製品を購入し利用してみないと理解しづら
いという問題がある。また、新サービス製品
の市場が拡大していくとしても、特に労働集
約的なサービス業種の企業ではサービス製品
の供給能力に限界があることが多く、様々な
サービス企業のサービス提供施設には立地制
約があることが多いので、サービス製品の需
要拡大のためのキャンペーン等を展開して
も、増加した需要を満たすための供給能力が
十分に確保できるのかという問題があるので
ある。
　このように、有形製品に対して適用されて
きた製品ライフサイクルの各局面ごとのマー
ケティング活動の展開の議論は、サービス製
品に対しては完全に妥当するわけではないの
である。製品ライフサイクルが存在する特定
の種類のサービス製品があったとすれば、製
品ライフサイクルのそれぞれの段階における
マーケティング活動を、実行可能な範囲内で
弾力的に展開するということになろう。有形
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ては、例えば Egan（2001）、浅井（1987）、
高橋（1994）を参照のこと。
２　Zeithaml, Bitner and Gremler（2013）, p.425.
３　Ibid . , pp.425-426.
４　Kasper, Helsdingen and Vries, jr（1999）, 
p.503.
５　Thomas（1978）は、サービス業では、ほと
んどブランド名による差別化をしてきていな
いとしている。Thomas（1978）, p.162、邦訳、
52 ペ ー ジ を 参 照 の こ と。 ま た、Berry, 
Lefkowith and Clark（1988）は、「製造業で
なされているような仕方でのブランド化は
サービス業では役立たない」としている。
Berry, Lefkowith and Clark（1988）, p.28,邦
訳、75ページを参照のこと。
６　Lovelock and Wright（1999）, p.166.
７　Middleton（1988）が指摘しているように、
旅行サービス製品間に代替性がみられ、価格
弾力性が高いところから、旅行サービス製品
のブランド化による差別化は困難である。
Middleton（1988）, p.92を参照のこと。
８　この東急ホテルズが展開するブランドについ
ては、『月刊　ホテル旅館』2011年 2月号、
柴田書店、25ページと「日経MJ」2014年
12月 5日付け記事を参照のこと。
９　この阪急阪神ホテルズのブランドの「レム」
については、『月刊　ホテル旅館』2015年 5
月号、柴田書店、44～ 49ページを参照のこ
と。
10　例えば、根本（1990）は、特にテーマパーク
について、その施設の一品性が必要であると
し、差別化のために独自な施設等が必要であ
ることを認めている。根本（1990）、12ペー
ジを参照のこと。
11　このレジャーパークの絶叫マシンのネーミン
グの重要性については、澤・齋藤（2012）、
147～ 148ページを参照のこと。
12　Lovelock and Wright（1999）, p.168.
13　Cowell（1984）, pp.140-141.
14　Palmer（1994）, pp.141-143.
15　Wilson, Zeithaml, Bitner and Gremler
に必要な従業員数の確保等が必要になってく
るのである。高い費用をカバーしつつ、収益
を上げるためには、サービス製品の価格（料
金）を上げざるを得ないので、低料金での
サービス製品の提供が困難になるのである。
こうしたところから、すべてのサービス業で
リレーションシップ・マーケティングの展開
がなされるわけではないのである。顧客のな
かにも、さほど高品質ではなくても低料金で
サービス製品の提供が受けられればよいとい
う人達もいるのであり、リレーションシッ
プ・マーケティングの考え方に基づくサービ
ス製品の提供をすべての顧客が期待している
わけではないのである。
　これに対して、製品戦略、価格戦略、広
告・販売戦略、チャネル戦略からなるマーケ
ティング・ミックス・アプローチによるサー
ビス・マーケティングは、どのようなサービ
ス企業でも展開できるものである。このよう
に汎用性の高いマーケティング・ミックス・
アプローチによるサービス・マーケティング
にもっと注目し研究すべきであると思われ
る。このマーケティング・ミックス・アプ
ローチをサービス企業やサービス製品に対し
て適用するさい、有形製品とは異なり無形性
等の特質をもつサービス製品に対して、どの
程度それが適用できるのかを明確にする必要
がある。この点について明確にしてから、
サービス企業やサービス製品に対するマーケ
ティング・ミックス・アブローチの適用をす
べきである。ここでは、そうした観点から、
マーケティング・ミックス・アプローチの
サービス・マーケティングへの適用（特にそ
のなかの製品戦略の適用）を検討してきたの
である。いずれにせよ、今後のマーケティン
グ・ミックス・アプローチによるサービス・
マーケティングに関する研究が進展していく
ことが期待される。
注 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　リレーションシップ・マーケティングについ
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